
主な対策内容

二級水系における流域治水プロジェクト
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 流域全体の様々な対策を「見える化」した【位置図】と、実施主体や目標達成に向けた

工程を示す【ロードマップ】で構成される

※ ロードマップの短期、中期、中長期は、それぞれ概ね5年、10～15年、20～30年を想定

◆ 流域治水プロジェクトの構成

森林整備・治山対策

水田貯留 ため池等
の活用

雨水貯留施設
の整備

バックウォータ―対策

排水機場の整備 リスクが低い
地域への移転

学校施設の
浸水対策

海岸保全施設の整備

雨水貯留・排水
施設の整備

堤防整備・強化

遊水地整備

河道掘削

治水ダムの
建設・再生

利水ダム
の活用

集水域

河川区域

氾濫域

砂防関係施設
の整備

リスクの高い地域

流域治水のイメージ

流域治水プロジェクトの概要
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■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

 河川整備計画に基づく河川改修・ダム建設等の推進

 適切な維持管理（浚渫、老朽化対策等）

 雨水幹線等の下水道施設の整備や耐水化

 事前放流等の実施による既存利水ダムの有効活用

 田んぼダム等の水田の貯留機能向上

 森林の涵養機能を維持するための森林の整備・保全および治山対策

 渓流からの土石流による被害を防止する砂防堰堤の整備

◆ 対策の概要

など

「気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について」の答申で示された、

・「赤枠：氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策」
・「黄枠：被害対象を減少させるための対策」
・「緑枠：被害の軽減、早期復旧・復興のための対策」 の３つに分類

流域治水プロジェクトの概要
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■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

 浸水想定区域図やハザードマップ等の作成・周知

 河川監視体制の強化

 防災メール等の多様な手段による情報の発信・伝達

 出前講座等を活用した防災教育の推進

 自主防災組織の育成や活動の支援

 要配慮者利用施設における避難確保計画の作成や避難訓練の促進

 避難、水防等に関する減災対策協議会の取組の推進

 防災拠点の整備や総合防災システムの構築など、各市町の独自の取組を推進

など

 水害リスクを考慮したまちづくり（立地適正化計画の作成、強化）

 防災まちづくりの検討に必要な情報の整備

■被害対象を減少させるための対策

流域治水プロジェクトの概要
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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

 河川整備計画に基づく河川改修・高潮対策の推進

 河川改修・・・洪水による浸水被害を軽減するため、堤防整備や河道掘削等を実施

 高潮対策・・・高潮による浸水被害を軽減するため、防潮堤整備や排水機場建設等を実施

整備前

整備後

整備前

整備中

高潮対策河川改修

整備前

整備中
県施工 周南市施工 県施工

事例

島田川 西光寺川水系隅田川 江頭川

主な対策内容
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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

 適切な維持管理（河川浚渫、老朽化対策）

 河川浚渫
治水上支障のある箇所等において、堆積土砂の撤去や樹木の伐採を実施

 老朽化対策
長寿命化計画に基づき河川管理施設（排水機場）、海岸保全施設（堤防、樋門等）の老朽化
対策を実施

河川浚渫事例

施工前

施工後

老朽化対策

分解整備

真締川

施工後

施工前

南若川水系梅ノ木川

山口市施工

県施工

河川管理施設（排水機場）

主な対策内容
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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

 ダムの建設・再開発

河川整備計画に基づき、ダムの建設や再開発を実施することで、下流河川に流す水の
量を低減（下流河川の水位を低下）させ、浸水被害を防止・軽減する
◆建 設・・・平瀬ダム（錦川）、大河内川ダム（深川川）
◆再開発・・・木屋川ダム（木屋川）

国土交通省HP「平成25年ダムの洪水調節実施状況について」より

主な対策内容
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①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

 既存ダムの有効活用

○ 事前放流とは、洪水を予測した場合に、水力発電、工業用水、水道等のために確保され
ている容量に支障を与えない範囲で、この利水容量を放流して一時的に治水容量に振り
替えるもので、ダムの計画以上の洪水に対してダム下流河川の沿川における浸水被害の
防止・軽減を目的とする。

水害の頻発化・激甚化する中で、既存ダムの有効貯水容量を洪水調節容量に最大限活用
するため、ダムを有する水系毎に治水協定を締結し、事前放流等の運用を開始

国土交通省中国地方整備局 記者配布資料より

主な対策内容
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雨水管
ポンプ場

氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

 下水道施設の整備・耐水化

・下水道整備計画に基づき、ポンプ場や雨水幹線等の整備を実施することで、効率的な
雨水排水を可能とする

・河川氾濫等の災害時においても一定の下水道機能を確保し、下水道施設被害による
社会的影響を抑制するため、必要に応じ耐水化を実施する

事例

下水道施設の
耐水化イメージ

耐水化計画の手引き講習会資料（2021）
より引用し一部加筆

ポンプ場・雨水管の
整備イメージ

対策水位
防水扉

窓の閉塞

山口県浸水対策勉強会（2021）
国交省説明資料より引用し一部加筆 柳井市 東土穂石雨水ポンプ場

完成予想図

主な対策内容
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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

 雨水流出抑制施設設置補助制度の利用促進

山口市では、浸水被害の軽減を図ることを目的に、雨水の流出を抑制する対策の利用
促進を実施

山口市HPより

主な対策内容
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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

 砂防堰堤の整備

土石流から下流部に存在する人家、公共施設等を保全するため、砂防堰堤の整備を促進

流域図

流域面積
0.02 km2

人家56

戸

国道

避難所（体育館）

100m

100m

避難所（公民館）

②荒廃状況

④保全対象
（避難所：体育館）

③保全対象
（避難所：公民館）

①全景

整備イメージ平面図

人家56戸

事例

主な対策内容
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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

 水田の貯留機能向上
◆田んぼダムの検討

・水田の排水口への堰板の設置等による流出抑制によって下流域の湛水被害リスクを
低減

・市町が策定する田んぼダムの取組等を定めた計画に基づき、農業者が地域共同で取
り組む「田んぼダム」の取組を多面的機能支払交付金により支援

田んぼダム用堰板の例

大雨時に排水口に流出量を抑制
するための堰板を設置し、雨水貯
留能力を人為的に高め、河川や
水路の水位の急上昇を抑制

下流域の浸水被害リスクを低減

主な対策内容
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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

 森林整備・保全及び治山対策 （山口森林管理事務所、森林整備センター、県、市）

◆ 国土の保全、水源の涵養、自然環境の保全、林産物の供給等の森林の有する多面
的機能の維持・増進を目的に、植栽・下刈・間伐等の適切な森林整備を実施

◆ 荒廃山地の復旧整備や保安林の整備など、国民の安心・安全の確保のための治山
対策を実施

流木被害対策

治山ダムの設置
治山対策森林整備・保全

植栽・下刈 間伐 路網整備

主な対策内容
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被害対象を減少させるための対策

 水害リスクを考慮したまちづくり

立地適正化計画に基づき、水害リスク情報の周知・共有を通じた土地利用の誘導による
水害リスクを考慮したまちづくりを目指す

居住誘導区域に含まないこととされている区域（法81条第19項等）

➣災害危険区域のうち、建築基準法第２項の規定に基づく条例
により住居の用に供する建築物の建築が禁止されている区域
➣地すべり防止区域
➣急傾斜地崩壊危険区域
➣土砂災害特別警戒区域
➣浸水被害防止区域 等

原則として、災害リスク、警戒避難体制の整備状況、災害を防止し、又は軽
減するための施設の整備状況や整備の見込み等を総合的に勘案し、居住
を誘導することが適当ではないと判断される場合は、原則として、居住誘導
区域に含まないこととすべき区域（運用指針）

➣土砂災害警戒区域
➣津波災害警戒区域
➣浸水想定区域 等

災害レッドゾーン

・災害危険区域（崖崩れ、出水等）
・土砂災害特別警戒区域
・地すべり防止区域
・急傾斜地崩壊危険区域 等

災害イエローゾーン

・浸水想定区域
・土砂災害警戒区域 等

市街化区域又は用途地域

災害イエローゾーン

立地適正化計画区域

居住誘導区域

災害レッドゾーン

住宅

都市機能誘導区域

原則として、居住誘導区域に含まないこととすべき区域（運用指針）

➣津波災害特別警戒区域
➣災害危険区域（居住誘導区域に含まないこととされている区域
に掲げる区域を除く。）

主な対策内容
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被害対象を減少させるための対策

 防災まちづくりの検討に必要な情報の整備

「水災害リスクを踏まえた防災まちづくりのガイドライン（令和3年5月）」に基づき、河川管理
者が市町へ水害リスクの評価に必要な 『多段階の浸水リスク情報』 を提供することで、市
町による防災まちづくりの方向性の検討が可能

イメージ

国土交通省 「水災害リスクを踏まえた防災まちづくりのガイドライン（令和3年5月） 」より

主な対策内容
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被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

 浸水想定区域図やハザードマップ等の作成・周知
水防法の改正（R3.7月施行）により、洪水予報河川又は水位周知河川に加え、一級河
川及び二級河川のうち住宅等の防護対象のある河川について、洪水浸水想定区域の
指定対象に追加
※ 同様の考え方により、雨水出水及び高潮についても、浸水想定区域の指定対象を

拡大

 避難、水防等に関する減災対策協議会の取組の推進

「特定都市河川浸水被害防止法等の一部を改正する法律」（流域治水関連法）に関する説明会資料より

主な対策内容
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被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

 河川監視体制の強化
・山口県土木防災情報システムのリニューアル等のシステム更新
・簡易型水位計・河川監視カメラ等の整備・利活用

 避難、水防等に関する減災対策協議会の取組の推進

簡易型水位計

センサ（非接触型）

送信機

太陽光
パネル

主な対策内容

10分毎の状況の変化を確認可能

水位情報と併せて確認可能

（設置事例）

送信機

カメラ

太陽光
パネル
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被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

 防災メール等の多様な手段による情報の発信・伝達

 避難、水防等に関する減災対策協議会の取組の推進

下関市
の事例

防災メール、防災行政無線等の機能強化

主な対策内容
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被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

 出前講座等を活用した防災教育の推進

 避難、水防等に関する減災対策協議会の取組の推進

下関市
の事例 下関市では、生涯学習活動の一環として、「下関市生涯学習まちづくり出前講座」という事業を展

開しており、防災関係の講座として、自治会等を対象に下記の講座を実施し、市民に対する防災教
育の一層の充実を図っている。

主な対策内容
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被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

 自主防災組織の育成や活動の支援
・率先避難体制の整備や地域防災力の向上を進める
・自主防災組織とは、災害が発生したときに、みんなで力を合わせて地域の被害を最小限
度に抑えることを目的に、自治会、町内会等の単位で組織されたもの

 避難、水防等に関する減災対策協議会の取組の推進

山口市
の事例

「やまぐち防災
ガイドブック」より

主な対策内容
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被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

 要配慮者利用施設における避難確保計画の作成や避難訓練の促進
浸水想定区域や土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設の管理者等は、避難確保
計画の作成・避難訓練の実施が義務

 避難、水防等に関する減災対策協議会の取組の推進

国土交通省パンフレットより

主な対策内容
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被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

 防災士等の人材育成・確保

防災に関する意識や知識、技能を有する防災士を養成し、地域における災害対応力の向上
を図る

日本防災士機構「地域防災の担い手・防災士」より

主な対策内容
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被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

 防災拠点となる庁舎等の整備
◆山口市・・・周辺に指定緊急避難施設があり、災害時においても優先的に復旧が見込まれるパーク

ロード沿いに立地し、災害対策本部を備えた施設整備を行い、周辺の指定緊急避難所と
連携し、防災・救助・救援・災害復旧活動の拠点として使用

◆平生町・・・災害対応の拠点となる本庁舎について、機能を十分に発揮できるよう、建替えにより、電
気設備、発電機の上階への設置、防水仕様等の整備を進める

◆田布施町・・・防災拠点である本庁舎の代替施設として、中央公民館跡地に田布施町保健センター
（地域防災センター）を整備し、備蓄倉庫や消防機庫等を整備する

◆光 市・・・本庁舎における防災指令拠点機能強化のため、災害対策本部室をはじめとする災害対
応に必要な諸室や非常用発電設備などを備えた防災指令拠点施設を整備するとともに、
発令判断支援や情報共有など、複数の機能を併せ持つ総合防災情報システムを導入する

田布施町保健センター
（地域防災センター）

完成予想図

完成イメージ

主な対策内容

山口市役所
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被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

 止水板設置工事等の浸水対策費用の助成

下関市では、住宅等への浸水被害の防止又は軽減による安心・安全な居住環境の実現
を目的として、浸水対策工事に要する費用の一部を助成

下関市HPより

主な対策内容


